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 株式会社日本海コンサルタント 所属 （金沢市）

 長野県飯田市出身

 石川県金沢市在住

 学会活動
日本都市計画学会 中部支部 幹事
日本建築学会 土地利用系の小委員会所属

 主な業務
輪島市の復興まちづくりのほか、
都市計画、土地利用計画
公共交通、農村計画等に従事

珠洲市

穴水町

能登町
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－話題提供の内容－

１．被害の状況

２．復旧・復興に向けた計画検討

３．計画から事業へ
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１．被害の状況



輪島の被災状況 ①令和６年能登半島地震 4

石川県全体で約39,000棟が解体見込み
うち、28,300棟(72%)が解体済み（R7.5.26）

※死者 ２１１人（うち災害関連死者110人）
重傷者213人、軽傷者303人

全 壊 ２，３１２件
半 壊 ３，９６６件
一部損壊 ４，３３１件

２５，２２７件

１６，６０２件 １２，５４７件
※完了８，６１８件（68.7%）

全て
解消

赤字：R7.6.3時点



輪島の被災状況 ①令和６年能登半島地震 5
市内各地で様々な被害が発生



輪島の被災状況 ①令和６年能登半島地震 6

約60％の建物が半壊以上



輪島の被災状況 ②令和６年奥能登豪雨 7
輪島市街地

町野地区

● 応急仮設住宅建設数：２６４戸

床下浸水 ４６４棟



8

２．復旧・復興に向けた計画検討



輪島市 復興まちづくり計画

輪島の復興まちづくりに関するコンサルタントの関わり
（国交省直轄調査）

■都市局 （１） 被災状況調査

■都市局 （２） 市街地復興方策検討調査
→オオバ・日本海コンサルタントJV

■住宅局 住まいの復旧・復興調査（主に災害公営住宅）
→市浦ハウジング&プランニング様

■都市局 集落に関わる調査 →ランドブレイン様
など・・・
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輪島市におけるこれまでの復興まちづくりのプロセス

3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月

○
復興まちづくり計画
の策定

輪
島
市
復
興
ま
ち
づ
く
り
計
画

●●●●
③8/8
●

②7/12
●

①5/9
●

輪島市復興まちづくり
計画検討委員会

アンケート

❷❶住⺠懇談会（7地区）

区⻑会⻑等個別訪問
（19地区）

8/10,11
●

6/15,16
●

わじま未来トーク
（3地区）

各種団体による協議検討

朝市周辺エリア
先⾏プロジェクト
の検討

朝
市
エ
リ
ア
検
討
関
係

地権者の意向把握

●
朝市カムバック
イベント

月
項目

基本構想
（中間報告）

基本構
想（案）

先行
プロジェクト
方針（素
案）

継続して訪問

先行
プロジェク
ト
方針（案）

先行
プロジェクト（案）

実現方策の
検討

まちづくりに関するアンケート 住まいに関するアンケート

地権者聞きとり等を随時実施区長訪問等

継続的な実施も視野

●市長
メッセージ

基本構想
都市構造
図

④9/20

9/14

⑤10/28 ⑥11/22

⑦12/20

基本計画
（案）

復興まちづく
り計画（案）

市への提言

パブリック
コメント

8/17〜29 11/2〜10

6/18〜7/8 7/11〜8/7

8/29,30 9/12,15

焼失地区の地権者聞きとり

10/26

11/下旬〜12⽉

確定
公表
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復興まちづくり計画の検討に向けた体制

輪島市における復興まちづくりの検討体制

輪島市復興まちづくり計画検討委員会

石川県復旧・復興本部

輪島市震災復興対策本部（本部長：市長）

専門部会（1.生活の再建・2.生業の再興・3.都市基盤の再生）

提言

連携

整合

支
援

報
告

意
見

実
施

意
向

実
施

提
言

参
加

検討会

・輪島朝市の特徴を活かした
施設整備構想検討会

・輪島塗の未来を考える会(仮称)

・その他の検討会・協議会

市民との対話の機会創出

・わじま未来トーク
・区長会長聞きとり・
住民懇談会

・各種団体との意見交換
・その他

意向調査等の実施

・まちづくりアンケート
・居住エリア意向調査
・住宅再建意向調査
・中高生アンケート
・その他

国
(
各
省
庁
)
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地元組織（区長会長会など）

区長会長会（19地区）が地元組織の基本単位
【河井、鳳至、海士、輪島崎、大屋、西保、河原田、三井、鵠巣、町野、
南志見、仁岸、阿岸、黒島、諸岡、門前、本郷、浦上、七浦】

地区の中に町会、集落があり、それぞれに代表とな
る区長がいる（約300弱）

復興まちづくり計画検討委員会
委員長：姥浦道生氏（東北大学教授）

委 員：１４名 輪島商工会議所、輪島市区長会長会、門前町商工会、輪島市社会福祉協議会、輪島市各種女性団体連絡会、輪島青年会議所、
経済産業省中部経済産業局、 国土交通省北陸地方整備局、国土交通省北陸信越運輸局石川運輸支局、
石川県、公募市民３名

オブザーバー： 経済産業省（中小企業庁）、文部科学省（文化庁）、国土交通省（都市局、住宅局、国土政策局、観光庁）

輪島市復興まちづくり特別アドバイザー

隈 研吾氏 (隈研吾建築都市設計事務所)

コンサルタント等

オオバ・日本海コンサルタント共同提案（都市局発注）

市浦ハウジング＆プランニング（住宅局発注）



復興まちづくり計画における委員会の開催概要

委員会の内容開催日時回

委員紹介、計画の概要及びスケジュールの確認令和６年 ５月 ９日第1回

民間団体の活動状況発表
（朝市・本町、輪島塗、青年会議所、門前、町野）

報告事項（わじま未来トーク、市民意見等）
基本構想（骨子検討状況の報告）

令和６年 ７月１２日第2回

基本構想（案）、報告事項（アンケート調査結果）令和６年 ８月 ８日第3回

浦上地区における検討状況報告
輪島朝市エリアの施設整備に関する提案書
（本町商店街組合、朝市組合）

基本構想（議決）
都市構造図、基本計画（案）

令和６年 ９月２０日第4回

高校生の活動状況発表（輪島高校、門前高校）
輪島市の産業復興ビジョンに関する提案（輪島商工会議所）
基本計画（案の提示）

令和６年１０月２８日第5回

復興まちづくり計画（案）の審議令和６年１１月２２日第6回
議決事項（復興まちづくり計画（案））
震災復興対策本部への提言

令和６年１２月２０日第7回
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復興まちづくり計画の柱

施策の柱3本 ＋シンボルプロジェクト（朝市・本町周辺） ＋重点プロジェクト5本
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将来都市構造

14

ああ 【各地区の位置づけ】

 中心拠点 ： 輪島市街地

 地域拠点 ： 門前・町野

 地区拠点 ： 1３地区

 集落ゾーン： 既存集落

中⼼拠点

地域拠点

地域拠点

広域拠点

地区拠点
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将来都市構造

ああ

市街地・拠点への
集約・立地を誘導

地域の意向により
集落のあり方を
検討
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将来都市構造

 中心拠点

 輪島市街地

 地域拠点

 門前・町野

 地区拠点

 18地区

 集落ゾーン

 既存集落
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将来都市構造

ああ
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復興まちづくりのイメージ 18



復興まちづくりのイメージ 19



復興まちづくりのイメージ 20
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３．計画から事業へ
(R6)             (R7～)     



計画から事業へ 22

●都市再生整備計画事業（拠点整備）

●輪島朝市周辺再生プロジェクト
●景観まちづくり
●災害公営住宅の整備
●官民連携まちなか再生推進事業
●休眠預金を活用した取組 など

●災害公営住宅の整備（地区拠点周辺など）

●文化財・伝建地区等の保存

●個別再建の支援（主に意向調査＋説明会）

●集団移転の検討（防災集団移転を含む）

●集団移転の検討（防災集団移転を含む）

●個別再建の支援（主に意向調査＋説明会）

・インフラ、公共施設の
災害復旧 （小中学校、道路、
河川、農業用施設、漁港など）

・コミュニティ施設再建

・災害対応力の強化・
備蓄機能強化

・生業の再興（新規出店、生業
再建、宿泊事業者再建、輪島塗
ブランド化など）

・学校の統廃合

・医療・福祉体制の再編、
見守り対策強化

などなど

都市計画分野における主な取組 関連する主な取組

出典）「復興まちづくりに関する住民懇談会
資料（R7.5）」を基に作成



計画から事業へ 【住民懇談会の実施】 23

出典）輪島市HP



計画から事業へ 【すまいの再建方法について】

●被害の程度と再建方法により使える制度の選択肢

持家修繕

現在
仮設等

恒久的住まいは

どこに住みたいか

地区内で
住みたい

市街地に
住みたい

現在の家

被災住宅に
住めない

公費解体
元の位置で
自宅新築

公費解体
災害公営申込

半壊以上で、住宅が滅失していることが条件市外に
住みたい

民間アパート申込
市街地で自宅新築

災害公営申込
（コミュニティ持続型）

入居者管理・買取り
被災住宅に
住めない

高齢者は返済特例利用可

新築・購入の支援金＋居住継続

全壊～半壊

全壊～半壊

修繕により住める
高齢者は改修費に返済特例利用可
住宅の修繕には助成制度を多数用意

高齢者は返済特例利用可

新築・購入の支援金＋

※地区に家が残ったままでは入居不可
※加算支援金は受給不可

※地区に家が残ったままでは入居不可
※加算支援金は受給不可

24

出典）ランドブレイン（㈱）様
作成資料を一部編集



計画から事業へ 【被災した住まいの再建方法】

・同じ場所で建て直す ・・・ 震災前と同じ場所で住宅を新築する

・別の場所で新築、購入する ・・・ 震災前と異なる場所で用地を取得し、新築する

・住宅を補修する ・・・ 被災した住宅・宅地を修理・改修する

・宅地を復旧する
一部損壊、準半壊の方は、間垣の維持管理、なりわいの

継続、畑の継続利用の必要性から、補修して居住継続
（高齢者向け返済特例（補修）（利息のみの支払い）もある

・災害公営住宅などを借りる
・民間のアパートなどを借りる

１．住宅を新たに建てる、購入する

２．住宅を補修する 支援金や貸付を活用して補修して居住継続

３．住宅を借りる

25

出典）ランドブレイン（㈱）様
作成資料を一部編集

●住まいの再建方法



計画から事業へ 【災害公営住宅の整備方針】 26
■将来都市構造と災害公営住宅の整備予定戸数

出典）「輪島市災害公営住宅整備方針（R7.5）」を基に作成

※当面３～４年の整備予定戸数 【災害公営住宅の整備手法】

①中心拠点・地域拠点でのまとまった敷地
での集合住宅タイプ （基本パターン）

→整備戸数確保のため中層を基本

②各拠点での木造の応急仮設住宅の恒久活用

→規模増・間取り改変等の改修等を実施

③地区拠点での整備

→地区の合意

④コミュニティ単位の居住意向に応じた
コミュニティ持続型復興住宅整備（将来譲渡型）

→５件以上、土地の寄附等の条件あり

約１０年後に譲渡を基本



計画から事業へ 【災害公営住宅の整備方針】 27
■整備予定敷地（上：輪島市街地、左下：門前、右下：町野）

●總持寺

出典）「輪島市災害公営住宅整備方針（R7.5）」を基に作成

町野支所●



計画から事業へ 【災害公営住宅の整備方針】

出典）「輪島市災害公営住宅整備方針（R7.5）」を基に作成
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計画から事業へ 【災害公営住宅の整備方針】

出典）「輪島市災害公営住宅整備方針（R7.5）」を基に作成
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計画から事業へ 【集落の対応】 30
地区拠点への移転事例 ： 浦上地区・中屋集落

第4回輪島市復興まちづくり計画検討委員会資料
（浦上地区・喜田区長会長からの提供資料）



現在の課題 31

① 進む公費解体と進まない情報共有

…失われる能登の魅力、高齢者が多く再建も困難（改修の方が安い場合あり）

情報が住民一人ひとりに届かない（伝える内容も難しく、伝える人手も足りない）

② 公費解体後の市街地・拠点の空洞化対策

…無数に発生する点在する空き地への対応（一部は災害公営住宅等の整備）

地籍調査がされていない箇所も多く整備が進まない

③ 計画的な住まいの確保

…若い世代の住まいの確保（＝市街地で土地が確保できない、建てたくても業者がいない）

(後期)高齢者の住まいの再建のあり方（＝高齢者特例の功罪）

④ 集約される側の集落の終活

…個人の尊重、集落・コミュニティのあり方、行政運営の効率化

能登の魅力（世界農業遺産）をいかに保全・継承できるか



ご清聴ありがとうございました。

これからも能登の復興に向けて
ご支援をよろしくお願い致します。


